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鋼材の降伏点について 

 

１．はじめに 

 材料に力を加えていくと、初めはばねのように力の大きさに比例して変形しますが、ある

力を境に大きく変形するようになります。この力の大きさを降伏点などと呼んでいます。降

伏点の前を弾性、後を塑性と呼びます。弾性の範囲では、力を取り除くと元の形に戻ります

が、降伏点を超えて塑性の範囲まで力を加えると、力を取り除いても元の形に戻らず変形が

残ります。 

 機械や構造物を構成する部品は弾性範囲内の使用が前提のため、降伏点は部品の設計によ

く使われています。これに関係して、部品から採取した試験片で降伏点を求めることがあり

ますが、今回は降伏点に関する注意点を紹介したいと思います。 

 

２．降伏点の求め方 

 材料の降伏点は引張試験で求めます。引張試験は JIS Z 2241（以降、JIS と表記）で規定

されています。ざっくり言うと、細長い試験片を引っ張り、破断するまでの力を測定する試

験です。試験片の寸法は材料の種類や形状（棒材、板材など）によって、JIS で規定されて

います。例として、鉄筋用、丸棒用、板材用の引張試験片を図 1 に示します。図において、

鉄筋は JIS で既定される長さに切断されており、板材や棒材は JIS で規定される寸法に加工

されています。板材や棒材の試験片が中央部でくびれているのは、その部分で破断させるた

めです。 このような試験片を図 2 のように両端部を試験機でつかんで引っ張り、破断させ

ます。図3に試験の前後の試験片を示します。試験後は元の長さより伸び、破断した位置で

くびれていることが分かります。 

 



 
図 1 引張試験片（上：鉄筋用、中：丸棒用、下：板材用） 

 
図 2 引張試験の様子 

 
図 3 引張試験の前後の試験片（上：試験後、下：試験前） 
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 引張試験では、試験片を引っ張りながら、試験片に加えた力（試験力）や引っ張った距離

（クロスヘッド変位）などを記録します。得られた結果から、縦軸に応力（試験力÷試験前

の試験片の断面積）、横軸にクロスヘッド変位を取ったグラフ（応力－クロスヘッド変位曲

線）を作成します。 

 図 4に、焼ならしした機械構造用炭素鋼S45Cの引張試験片に対する応力－クロスヘッド

変位曲線を示します。図において、クロスヘッド変位が小さい範囲では、クロスヘッド変位

の増加に伴い応力が直線的に増加します。この領域が弾性です。その後、応力値が極大値を

取りますが、この応力値を上降伏応力や上降伏点と呼び、これ以降の領域が塑性です。上降

伏点を少し過ぎたところの応力の極小値を下降伏応力や下降伏点と呼びます。ここで、上降

伏点はばらつきが大きいため1)、設計に用いる値には下降伏点が適しています。下降伏点は、

上降伏点以降の応力の挙動により、いくつかの決め方が JISで規定されています。なお、図

の原点付近において直線になっていない理由としては、試験機のジグが試験片に十分に食い

込んでいないことなどが考えられます。 

 
図 4 機械構造用炭素鋼 S45Cの応力－クロスヘッド変位曲線 

３．降伏点が出ない場合 

 図 4の試験結果では降伏点が表れていますが、実のところ軟鋼以外の多くの材料において

降伏点ははっきりしません 2)～4)。その例として、図 5に SUS304、SUS430、SPCC、A5052-

O の試験片の応力－クロスヘッド変位曲線を示します。図において SUS304 以外のデータ

はクロスヘッド変位をオフセットして表示しています。図において、降伏点はA5052-Oで

わずかに認められますが、それ以外の材料では認められません。 
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図 5 各種金属材料の応力－クロスヘッド変位曲線 

 さらに、同じ鋼種で同様の熱処理をしても、降伏点が認められる場合とそうでない場合が

あります。図 6にその例を示します。図 6 のNo.1とNo.2は同じクロムモリブデン鋼の鋼

種ですが、材料のロットや熱処理のチャージが異なっています。図において降伏点は、No.1

では認められず、No.2 ではわずかに認められます。いま、部品から採取した引張試験片の

降伏点で合否を判定していると仮定すると、No.2は合否判定できますが、No.1はできない

ことになります。 

 
図 6 クロムモリブデン鋼の応力－クロスヘッド変位曲線 
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 では、降伏点が認められない材料についてはどうすればいいのでしょうか。 

 降伏点が認められない材料については、ごくわずかに塑性域に入った所の耐力と呼ばれる

応力値を求めます。耐力の求め方は JISでいくつかの方法が規定されていますが、ここでは、

その中のオフセット法について説明します。 

 オフセット法で耐力を求めるには、試験力と試験片の伸びを同時に測定する必要がありま

す。試験片の伸びは伸び計という装置で測定します。測定で得られた試験力と伸びを、応力

（試験力÷試験片の試験前の断面積）と伸び（試験片が伸びた長さ÷試験片の試験前の長さ）

に変換します。それを使って、応力－伸び曲線と呼ばれるグラフを作成します。図 7に応力

－伸び曲線の例を示します。図において、応力－伸び曲線の最初の直線の部分を右に 0.2%

平行移動（オフセット）し、それが応力－伸び曲線と交わる応力値が耐力となります。オフ

セットは普通は0.2%ですが、まれに0.1%など別の値とする場合もあります。 

 
図 7 応力－伸び曲線 

 S45C などの機械構造用炭素鋼や SCM435 などの機械構造用合金鋼（以下、機械構造用

鋼）を用いた部品の図面で降伏点とだけ記載されているのは、文献やインターネットに降伏

点と記載されているためと推測されます。しかし、このトピックスで紹介したように機械構

造用鋼では降伏点が認められない場合があります。降伏点が認められやすい一般構造用圧延

鋼材などの普通鋼の規格においても「降伏点又は耐力」と規定されていることから、図面に

は降伏点又は耐力と記載するのが良いと考えます。 

 なお、文献などに載っている機械構造用鋼の機械的性質は、直径 25mm の丸棒から採取

した試験片に対する結果です。同一の鋼種でも断面寸法が異なると、同じ熱処理を行っても

焼きの入り方が変わるため、機械的性質の値は同じになりません。特に機械構造用炭素鋼に
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おいては、直径が大きい場合の機械的性質の低下が著しいため、設計の際には注意が必要で

す。 
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